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COP15

2009年12月7日～19日、デンマーク・コペ

ンハーゲンにおいて国連気候変動枠組条約第

15回締約国会議（COP15）が開催されました。

法的拘束力のある政治合意を目指し、当初の

会期予定を延長して議論が行われましたが、

「コペンハーゲン合意」に「留意する」とい

う最低限の合意で閉幕となりました。

「コペンハーゲン合意」とは①世界の気温

上昇を科学的な見地から、産業革命開始前に

比べ2℃以内に抑制すること、②1月末まで

に各国が削減目標や排出抑制計画を提示する

こと、③先進国は2010年～2012年に総額で

300億ドル（日本円で2兆7000億円）の途上国

支援の実施、④ R E D D（ R e d u c i n g

Emiss ion f rom Defores ta t ion  and

Degradation）のような森林減少の防止や

森林吸収源対策に資金がまわる仕組の構築な

どです。

特にREDDについては、ブラジルやイン

ドネシアなどのように熱帯雨林の森林減少が

止まらない地域だけでなく、インドや中国な

ど森林減少が止まった国においても森林管理

の強化や植林などで炭素蓄積を増やすことに

地球環境対策における重要な年となりそうな2010年がスタートしまし

た。今回はいくつかある地球環境問題のうち「地球温暖化」問題に絞り、

注目された国連気候変動枠組条約第15回締約国会議（以下　COP15）の

結果とその後の動き、そして日本政府の提唱する「2020年までに温暖化

ガス、25％削減」の目標達成のための政策と木材建材、住宅産業への影

響について住友林業㈱山林環境本部環境経営部の大和田グループマネー

ジャーに話をききました。

よってインセンティブが与えられる「REDD

プラス」という考え方も出てきており、その

対象国の範囲によっては木材資源供給の減少

も想定されるため、この仕組の行方は大変重

要と考えられます。

COP15では、結果としては、期待する合意

に達することができませんでした。その原因

は合意に全会一致を求めたため、参加した国

のうち、わずか5か国の反対によって採択で

きなかったからなのです。反対したのは反米

の国、中国の意向を受けて反対した国と言わ

れています。

COP15以降の動き

この「コペンハーゲン合意」に定められた、

1月末までに各国が削減目標や排出抑制計画

を提示するという国際的約束に対し、当初は

中国等の国が提出しないのではという危惧も

ありましたが、約70の国や地域が数字を提出

しました。

これを合計すると世界の温暖化ガス排出量

の約81％をカバーするものであり、京都議定

書の段階より地球温暖化に向けた世界的な取

組が大きく進捗したと言えます。「地球温暖

化」については、その科学的信憑性や各国経
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「環境動向」 COP15で日本政府提唱「2020年までにCO2 25％削減」
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済における利害関係等などの問題はあるもの

の、その防止に向けての取組みは避けて通れ

ないものになってきていることが明白になっ

たと言えます。

また、合意における①世界の気温上昇を科

学的な見地から、産業革命開始前に比べ2℃

以内に抑制するということは、5～10年以内

に温暖化ガスの排出総量をピークアウトさせ

るだけでなく、そこから毎年数％ずつ減らし

てゆくということであり、それに世界で取組

むことを表明しているのです。

資源・エネルギー問題としての
地球温暖化問題

実は、地球温暖化問題と言うと温暖化ガス

の削減目標数字にばかりが注目されがちです

が、一部の経済学者からは、今、問題とする

のは「化石燃料」などの供給の面から、これ

までの資源消費型社会が終わりにさしかかっ

ており、今後、世界が持続可能な社会を目指

すには「自然エネルギー」などへのエネルギ

ー転換を早急に進め、「化石燃料」を燃やす

だけの経済システムから世界がいち早く脱却

することが求められている時代が来ている、

との指摘があることも傾聴に値すると思いま

す。

マスコミではCOP15の削減目標数字のこと

が数多く取上げられていますが、世界の主要

国はラクイラサミットで2050年までに地球温

暖化ガス80％削減を約束しています。それに

はエネルギー問題という背景があるからかも

しれません。地球温暖化問題をエネルギー問

題の側面から捉えてゆくと、新たなビジネス

チャンスが見えてくるかもしれません。

いつかはなくなる可能性の高い「化石燃料」

へ過度に依存していては、持続可能な社会は

望めません。その点では、木材を含むバイオ

マス資源は適切な管理を行なえば持続可能な

重要な資源でありエネルギー源だと言えます。

日本政府の目標と対応

さて、次に日本国内の状況について説明し

ます。

日本政府は2009年9月に「主要国の公平で

意欲的な目標での合意」との条件付きではあ

りますが、「2020年までに1990年比で25％削

減」を対外的に発表しました。そして、

COP15、1月末の国連へ提出した削減目標に

おいても修正はありませんでした。この目標

数字については産業界を含め各方面から、い

ろいろと意見が出されています。その主な意

見としては「生産を海外に移転しなければな

らない」「国民負担が増える」というもので

した。

確かにこれまでの政府の対応では、「絶対

に有名大学に合格するんだ」と言っているだ

けで、意気込みはわかりますが、どのように

勉強して合格ラインに達するのか、いまひと

つ達成への道筋が見えてこない状況でした。

ですが 1月末に日本政府は非公式ながら、

25％のうち15％を日本の努力によって削減

（これを真水部分とも言う）、10％は排出権の

購入や森林整備によって達成する方向である

ことをリークしました。しかし、すぐに日本

の努力によって削減する分を25％、20％、

15％とそれぞれ検討すると発表し、行程表づ

くりに着手しました。そして、3月に地球温

暖化対策基本法を国会に提出し、国内での温

国 2020年までの削減目標 基準年
日本 25% 1990年
EU 20～30% 1990年

アメリカ 17% 2005年
カナダ 17% 2005年
ロシア 15～25% 1990年

オーストラリア 5～25% 2000年
ノルウェー 30～40% 1990年
中国 40～45%（GDP原単位） 2005年
インド 20～25%（GDP原単位） 2005年
韓国 30% 2020年時点のBAU比
メキシコ 30% 2020年時点のBAU比
インドネシア 26% 2020年時点のBAU比
ブラジル 36.1～38.9% 2020年時点のBAU比
南アフリカ 34% 2020年時点のBAU比
シンガポール 16% 2020年時点のBAU比

※BAU：全く対策を講じなかった場合
参照元：http://unfccc.int/home/items/5262.php
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暖化ガス排出削減に向けて具体的に動き出し

ています。

日本の排出状況

ところで、日本における地球温暖化ガスの

排出状況はどうかと言えば、京都議定書の第

一約束期間の初年度である2008年においては

経済の停滞により前年比▲6.2％となってい

ますが、基準年である1990年比では＋1.9％

となっており、京都議定書での目標である▲

6％を達成するにはまだまだ削減努力が必要

です。

排出部門別に見ると、工場などの産業部門

による排出は各企業や業界団体による自主削

減目標達成への努力により一応の減少傾向を

見せていますが、サービスやオフィスなどの

業務部門、私達の暮らしによる家庭部門など

の民生関連の部門は1990年に比べれば、約

130％～140％と大幅に増加しています。

このような日本における地球温暖化ガスの

排出状況において、政府のかかげる「2020年

までに25％削減」を達成するには、これまで

のように産業部門だけでの削減努力では達成

が難しいのは明白です。ある研究会では「ま

だまだ民生部門は削減余地が相当残っている

し、かつ低コストで削減できる」との発表が

あったそうです。

ですから今後、私達の生活やビジネスに関

係する民生関連の部門に対して、排出削減の

ための「アメとムチ」、言い換えれば「補助

金や減税等と規制強化」の両面でいろいろな

政策が実施されてくると考えられます。すで

に民生関連の部門に対しては、太陽光発電へ

の補助金や電力の買取り、エコカーへの優遇

措置、家電、住宅のエコポイント制度などの

施策が実施されています。これからはムチ＝

規制強化の整備面が進められる可能性が高い

と考えられます。政府が提唱している排出量

取引制度や環境税の導入などが、まずそれに

あたるでしょう。

住宅におけるCO2排出削減

それでは、木材建材・住宅業界への影響は

どうなるのか、住宅を商品として考えた場合

のCO2排出の視点から考えてみたいと思いま

す。

まず、住宅におけるCO2の排出状況の面

から検討します。

実際、住宅をライフサイクル（資材調達・

建設から解体・廃棄まで）の点からみた場合、

CO2排出は居住時の排出が70％～80％を占め

ます。そして、居住時におけるCO2排出をブ

レークダウンしてみると冷暖房のエネルギー

消費が約30％、給湯が約30％、電気機器や照

明が30％となっています。

住宅におけるCO2削減の方法を考える場

合、これからは上記3つのエネルギー削減に

より、トータルとして顧客の居住時に排出さ

れるCO2を削減できる住宅がますます要求さ

れてきています。その点から住宅産業におい

て①断熱、②高効率機器　③創エネルギーが

今後の重要なキーポイントになります。

これは改正省エネ法において、年間150棟

以上供給の建売分譲住宅業者にその基準達成

について報告義務が課せられた、省エネトッ

プランナー基準が「断熱基準」＋「高効率機

器」を組み合せたもので設定されたことでも
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明らかだと思います。なお、この省エネトッ

プランナー基準においては、「住宅省エネラ

ベリング制度」が設けられており、建築した

住宅が基準を満たしている場合、ラベルを表

示することが出来るようになっています。

近い将来、このように断熱と高効率機器、

創エネルギー機器をトータルで組み合わせた

住宅の供給を一般の戸建住宅にも求めること

が法制化、基準化される、あるいはそれらの

住宅に対してはいろいろなインセンティブの

供与などが考えられます。

今後、ますます断熱性能向上のための断熱

工法の検討、断熱材の需要増加、そして高効

率機器であるエコキュート、エコウィル、エ

コジョーズ、エネファーム、また創エネルギ

ー機器としての太陽光発電、太陽熱給湯器な

どの普及がさらに進むでしょう。木材、建材

流通業者としては、これらの機器に関する知

識の向上がさらに必要になると思います。そ

して、設備機器販売においては、技術の優れ

た施工部隊の確保が売上拡大に重要な役割を

果たすと思います。

ここで木材・建材業界が忘れがちなのは、

断熱や省エネにおける住宅の開口部の役割で

す。住宅から逃げる熱の約30％は開口部から

とも言います。その損失を最小限に抑える意

味では、複層ガラスや断熱サッシ、断熱玄関

ドアの需要増も期待できます。ここ何十年、

木材建材流通業者ではサッシは儲からないと

いうことで、取扱をやめていますがトータル

での断熱、省エネ性能が住宅に求められてく

るとサッシ関係は1つの強力な営業の武器に

なることは間違いありません。

LCCM住宅

アメリカをはじめ日本でもLCCM（Life

Cycle Carbon Minus）住宅の研究が開始さ

れています。（アメリカでは「NET－ZERO」

住宅）

これは、住宅のライフサイクル（資材調

達・建設から解体・廃棄まで）におけるCO2

排出（もちろん居住時も含めて）を「0」あ

るいは「マイナス」にしようとする研究です。

ここに、将来的な住宅の姿がおぼろげながら

窺えるかもしれません。ここで検討をしよう

としている技術や部材を列挙すると、以下の

ようなものがあります。

・燃料電池　　・高効率ヒートポンプ

・高効率照明　・高性能断熱材

・高性能断熱遮熱窓、サッシ

・高性能潜熱蓄熱材　

・外装材、窓一体型太陽光発電パネル

・建材、部位一体型太陽熱給湯システム

すでに商品化されているものもあります

が、今後も続々と実現化されてくると思いま

す。
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実はこの研究で注目するのは、資材調達の

段階からのCO2排出を計算に含めていること

であり、その点から建築部材としては国産木

材が一番有利になっています。

また、ここで検討商品として取上げられて

いる太陽熱給湯システムは、現在はあまり注

目されていませんが、近いうちに注目度が高

まる可能性がある商品です。国は自然エネル

ギーの活用を謳って太陽光発電に対し補助政

策を実施していますが、太陽熱給湯システム

はエネルギー転換効率が高く（太陽光発電が

日光を電気に変える効率は10～15％、太陽熱

集熱板による温水への変換は40～60％）、か

つ設備も安く、経済性が高い。また政府も補

助金の支出を決めています。これらの点から、

太陽熱給湯システムを今から手がけておくこ

とは1つのビジネスチャンスになる可能性が

あります。

リフォーム需要

さらに忘れてならないのは新築の戸建てだ

けの断熱化や新設備の設置ではCO2削減目標

貢献は限定的であり、圧倒的に戸数の多い既

築住宅の断熱化や設備強化がCO2削減のため

に非常に重要です。

すでに、リフォームの強化は民主党が昨年

のマニフェストで謳っています。そのひとつ

の具体策が「住宅版エコポイント制度」（注）

になっています。これにとどまらず、今後ま

すますリフォームに対する施策、インセンテ

ィブの増強など、既存の住宅の省エネ化への

政策がとられてくると推測されます。

（注）「住宅版エコポイント」の詳細は当誌2月号の

特集記事を参照下さい。

政府が補助金などのインセンティブをつけ

てでも進めようとしているリフォームの主体

は「断熱」と「省エネ」「創エネ」ですが、

これを機会にその他設備取替えや間取り改修

などを積極的に受注してゆくことが売上拡大

につながります。その点から、先ほど説明し

ましたサッシの取替えや二重窓の増設ができ

ることはリフォーム需要取り込みには非常に

有利に働くと思います。

国産材の積極活用

日本政府の25％削減において、今回も削減

目標の一部を森林吸収源でということを政府

が検討している模様ですので、今後、引き続

き国内山林の整備や活性化が進むと考えられ

ます。そして、その一助として、国産材の利

用が前面に出されてくることは間違いありま

せん。民主党のマニフェストにも、木材自給

率　50％達成が謳われています。

今回の国会では「公共建築物等における木

材の利用の促進に関する法律案」が提出され、

木材利用促進に拍車がかかると思います。そ

の条文には、「国内で生産された木材その他

の木材を使用すること」と国産材を優先的に

することや、国だけでなく、地方自治体にお

いても積極的に取組むことを掲げています。

このように、国内森林の活性化につながる国

産材の利用は、益々活発化してゆくと思います。

なお、この場合、2006年4月に改訂された

「グリーン購入法」における、納入木材の合

法証明書が必要になってくると思います。今

一度、合法証明の仕組を確認されておくこと

をお勧めします。

CO2クレジット制度――J－VER制度

最後になりましたが、日本の森林の活性化

を促進し、CO2の吸収量を増加させるひとつ

の方策として、2008年に環境省はJ－VER制

度という、国内だけで通用するCO2クレジッ

ト制度を創出しました。住友林業は宮崎の山

林（約200ha）を登録申請し、この2月に正

式にCO2クレジット、約2000トンが発行とな

りました。

この記事を読まれJ-VERクレジットを活用

したオフセット事業に興味のある方がおられ

ましたら、当社窓口の担当か、直接、山林環

境本部、大和田（03-3214-3066）までお問い

合わせ下さい。
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昨年 12月号の読者アンケートにご協力いただき、誠にありがとうございました。ここ
では、読者アンケートの結果と、皆様の『建材マンスリー』へのご要望を紹介いたします。
また、皆様のご回答を参考にさせていただいた上で、4月号から誌面をリニューアル
する予定です。これからも、『建材マンスリー』をどうぞよろしくお願いいたします。

読者アンケート回答結果と
リニューアルのお知らせ

読者アンケート結果 ［有効回答数：56通］

『建材マンスリー』

あなたの業種は？

その他 5%

プレカット
5%

建設12% メーカー
22%

卸売
35%

小売
21%

卸売、メーカー、小売を中心に、木材
建材業界に携わる幅広い業種の方々に
ご覧いただいていることが分かりまし
た。リニューアルの際にも、偏りなく皆
様に読んでいただける内容を心掛けて
いきます。

特に読むコーナーは？

その他 1%

特集
40%

コーヒー
ブレイク

14%

製品
紹介

14%

住宅着工
データ

31%

1冊の中でも目玉記事となる特集に人
気が集まりました。特集記事は『建材
マンスリー』の柱です。「次号も読みた
い」と思っていただける内容にパワー
アップさせていきます。

業務の役に立っていますか？

その他 0%
かなり
役に立つ

業界動向を
把握するのに
役立つマーケティング活動、

営業活動に役立つ

9%

41%
10%

社外の方との
コミュニケーション
に役立つ

6%

アイデアや企画を
立てるのに役立つ 3%

ときどき
役に立つ

31%

『建材マンスリー』で業界動向をチェックして
いただいている方が多いようです。今後は市
販の業界誌とは違った視点で切り込んだ記
事をお届けします。

今後取り上げて欲しい
情報は？

その他 0%

8%

国の政策に
まつわる話題
21%

ヒット商品
などの情報
17%

業界アンケート
企画 12%

一般消費者の志向・
トレンドに関する話題

設計・施工にまつわる
専門知識

16%
木材・建材に関する
専門知識

26%

一般消費者の志向やトレンドに関する記事を
読みたいという声が多く集まりました。お客
様から直接声を聞く機会がない方々のため
に、今後は消費者ニーズに関する情報を提
供していきます。

『建材マンスリー』を
どれくらい読みますか？

全部読む興味の
ある部分
だけ読む

42%

58%

全部お読みになっている方が約 4
割もいらっしゃいました。今後は
さらに多くの方に興味をもってい
ただける内容になるように、読者
の皆様の声を反映していきます。

読み返すことが
ありますか？

ときどき
読み返す

41%

ほとんど
読み返さ
ない
59%

一度読んだら次号まで読まない方
が多いようです。月刊誌のため、
旬な内容を提供できるように心掛
けている結果ですが、今後は何
度も読みたくなる記事内容も検討
していきます。

内容について
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読者アンケート結果 ［有効回答数：56通］

読みやすさ

どんなときに
読み返しますか？

建材・住宅市場において、あなたが今
最も気になっていることは何ですか？ 要望・メッセージについて

● お客様の質問、問い合わせに対応
したいとき（小売）
● 工場運営の方向性・方針を決める
とき、商品ニーズを知りたいとき
　（メーカー）
● 法改正について知りたいとき（卸売）
● データを参照したいとき（メーカー）
● 営業担当者に知って欲しい記事が
あったとき（卸売） 　など

● 顧客ニーズの動向・トレンド（卸売）
● リフォーム市場（メーカー）
● 長期優良住宅・住宅エコポイント（小売）
● マーケットの業況（現状・将来）（メーカー）
● 各メーカーの今後の商品展開、新商品に
対する取り組み、方向性（卸売）

● 住宅着工・木建市況の今後の動向（小売）
● 少子高齢化社会で期待される住宅とは
（メーカー）　 など

● お客様の質問、問い合わせに対応
したいとき（小売）
● 工場運営の方向性・方針を決め
るとき、商品ニーズを知りたいとき
（メーカー）
● 法改正について知りたいとき（卸売）
● データを参照したいとき（メーカー）
● 営業担当者に知って欲しい記事が
あったとき（卸売）　など

文字量

「表現」「文字量」「文字の大きさ」「写真・イラストの量」に関してはちょうどよいという意見が多いですが、「読みやすさ」「分か
りやすさ」に関しては改善の余地があるようです。仕様だけでなく、内容の充実、デザインの見やすさも含め、「読みやすく、分
かりやすい」媒体にしていきます。

表　現

写真・イラストの量

分かりやすさ

文字の大きさ

仕様について

アンケートにご協力いただき、ありがとうございました。
皆様のご意見をもとに、『建材マンスリー』をリニューアルします！

内容について（続き）

読みにくい0%

読みやすい
40%ふつう

60%

少ない0%

ふつう
89%

多い
11%

分かりにくい2%

分かりやすい
34%

ふつう
64%

小さい
9%

大きい 0%

ちょうどよい
91%

やわらかい 0%

かたい
26%

ちょうどよい
74%

多い2%

少ない
20%

ふつう
78%
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皆様のビジネスにより役立つ

発行コンセプト

編集方針

コーナー

木材建材業界の発展に有益な情報を収集・発信し、業界に関わるすべての方々が
元気になれるような記事を掲載。皆様のビジネスにより有益な情報を掲載していきます。

木材建材業界全体を、もっと元気に！
　̶̶ 業界の動向・将来性を伝え、
　 業界各社の皆様を盛り上げていく媒体へ

※リニューアル内容は変更になる場合があります。あらかじめご了承ください。

特集記事
『建材マンスリー』ならではの視点を加え、業界動向を多
面的に紹介。読み応えのある特集をめざします。また、読
者の皆様からのご要望が高かった消費者トレンドについて
も紹介していく予定です。

Coff ee Break（隔月連載）
住生活ジャーナリスト・藤井繁子さんが独自の視点で紹介
する人気の業界情報コラム。今後もお仕事の合間に気軽
に読める、お役立ち情報を紹介していきます。

FOR THE FUTURE（隔月連載）
木材建材業界の未来を担う若手の方 に々インタビュー。仕
事におけるやりがい、誇り、課題などについてお聞きします。

その他にも、読者の皆様に役立つコンテンツが満載。ぜひご期待ください！

Front Runner ～先端企業に学ぶ～
業界を問わず、業績が好調な企業、革新的な取り組みを
行っている元気な企業を紹介。木材建材業界に参考とな
る情報を紹介していきます。

へ進化します！『                         
     』

1.
住友林業の視点を発信

業界情報を発信するだけでなく、
住友林業ならではの視点で業界動
向を紹介。『建材マンスリー』でし
か読めない情報を発信します。

2.
取引先の皆様をはじめとし
たステークホルダーを紹介

これまで以上に、取引先企業の皆様
にご登場いただき、事業に対する取り
組みや方針などを紹介します。

3.
読みやすく、分かりやすい内容に

モノクロが多かった誌面をオールカラー
に。サイズも一回り大きく、より読みやすく、
分かりやすい誌面になります。図や写真
も増やし、効果的な誌面作りをめざします。

リニューアル
のお知らせ

（イメージ）
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16

平成22年1月の新設住宅着工

枠組壁工法（ツーバイフォー）新設住宅戸数　－利用関係別－

△は減

1月
対前月比 対前年同月比 12月 11月

平成21年

（戸） （％） （戸） （％）
10月

新　設　住　宅　計 64,951 △ 4,347 △ 6.3 △ 5,737 △ 8.1 69,298 68,198 67,120
建　築 公　　　　　　共 1,717 △ 439 △ 20.4 567 49.3 2,156 2,153 2,113
主　別 民　　　　　　間 63,234 △ 3,908 △ 5.8 △ 6,304 △ 9.1 67,142 66,045 65,007

持　　　　　　家 21,144 △ 2,892 △ 12.0 1,087 5.4 24,036 25,441 25,227
利　用 貸　　　　　　家 27,040 △ 2,564 △ 8.7 △ 4,588 △ 14.5 29,604 29,508 27,638
関係別 給　与　住　宅 491 △ 657 △ 57.2 △ 78 △ 13.7 1,148 572 1,207

分　譲　住　宅 16,276 1,766 12.2 △ 2,158 △ 11.7 14,510 12,677 13,048
資金別 民　間　資　金 55,491 △ 4,541 △ 7.6 △ 7,412 △ 11.8 60,032 59,191 57,980

公　的　資　金 9,460 194 2.1 1,675 21.5 9,266 9,007 9,140
公　営　住　宅 1,251 0 0.0 544 76.9 1,251 1,642 1,433
住宅金融機構融資住宅 3,847 △ 211 △ 5.2 487 14.5 4,058 4,000 3,990
都市再生機構建設住宅 359 355 8875.0 204 131.6 4 0 0
そ の 他 の 住 宅 4,003 50 1.3 440 12.3 3,953 3,365 3,717

構造別 木　　　　　　造 34,629 △ 6,026 △ 14.8 1,435 4.3 40,655 40,782 38,945
非　　木　　造 30,322 1,679 5.9 △ 7,172 △ 19.1 28,643 27,416 28,175
鉄骨鉄筋コンクリート造 747 610 445.3 120 19.1 137 410 217
鉄筋コンクリート造 15,672 1,158 8.0 △ 3,864 △ 19.8 14,514 12,173 14,050
鉄　　骨　　造 13,722 △ 148 △ 1.1 △ 3,412 △ 19.9 13,870 14,708 13,745
コンクリートブロック造 58 △ 24 △ 29.3 19 48.7 82 52 39
そ　　の　　他 123 83 207.5 △ 35 △ 22.2 40 73 124

利用関係別 合計 対前月比 持家 対前月比 貸家 対前月比 給与 対前月比 分譲 対前月比
対前年同月比 対前年同月比 対前年同月比 住宅 対前年同月比 住宅 対前年同月比

戸 戸 ％ 戸 戸 ％ 戸 戸 ％ 戸 戸 ％ 戸 戸 ％
木造 7,146 △ 2,835 △ 28.4 2,010 △ 545 △ 21.3 4,197△ 2,065 △ 33.0 18 12 200.0 921 △ 237 △ 20.5

△ 21 △ 0.3 174 9.5 △ 110 △ 2.6 9 100.0 △ 94 △ 9.3

プレハブ新設住宅戸数　－構造別・利用関係別－

構造別 戸
対前月比 対前年同月比

利用関係別 戸
対前月比 対前年同月比

（戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％）
合　計 10,834 159 1.5 △ 1,396 △ 11.4 持　　家 4,366 △ 163 △ 3.6 399 10.1
木　造 1,275 △ 49 △ 3.7 △ 222 △ 14.8 貸　　家 6,042 367 6.5 △ 1,599 △ 20.9

鉄筋コンクリート造 100 △ 17 △ 14.5 △ 103 △ 50.7 給与住宅 22 △ 45 △ 67.2 △ 44 △ 66.7
鉄骨造 9,459 225 2.4 △ 1,071 △ 10.2 分譲住宅 404 0 0.0 △ 152 △ 27.3

持家は増加したが、貸家・分譲住宅が減少

したため、全体で、前年同月比▲8.1％と14

ヶ月連続の減少となった。

総戸数では前年同月比8.1％減と14ヶ月連

続減少したものの、その幅は縮小基調。

持家は3ヶ月連続の増加。分譲では、一戸

建てが同7.6%増と、平成20年9月以来、実に

16ヶ月ぶりの増加となった。特に近畿圏での

回復幅（同24.3%増）が大きい。

構造別では、木造が前年同月比4.3%増と、

こちらも16ヶ月ぶりに増加となった。

面積は▲3.4％の5,466千㎡で、15ヶ月連続

の減少。

また、4号建物（小規模）の建築確認申請・

交付数とも3ヶ月連続の増加。

なお、季節調整済年率換算は863千戸。

6.3％減の6万4 ,951戸
1月の新設住宅着工
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